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は じ め に 

 

平成 28 年度末時点において、未だに約 1,200 万人が汚水処理施設を利用できな

い状況にある中で、厳しい財政状況や経験豊富な職員の減少等の社会状況の変化を

踏まえ、汚水処理施設の早期概成の実現に向けては、低コスト型の整備・運営管理

等の手法の積極的な導入が必要不可欠である。 

平成 26 年 1 月に国土交通省、農林水産省、環境省（以下「3 省」という）は、

今後 10 年程度での汚水処理施設整備の概成という時間軸を盛り込んだ 3 省統一の

「持続的な汚水処理システム構築に向けた都道府県構想策定マニュアル」を策定し、

都道府県構想の更なる見直しと汚水処理を概成するためのアクションプランの策

定を要請している。 

これまで、国土交通省では、コストキャップ型下水道や低コスト型下水道技術に

よる下水道普及の促進についてモデル検討を行い、各都市の未普及解消に向けた解

決すべき課題やそれに対応すべき内容を整理した。さらには、官民連携事業を活用

した発注方式により、執行体制の補完や早期低コスト整備の実施を図ることが有効

な手法であることも明らかになった。 

平成28年3月公表した「下水道未普及早期解消のための事業推進マニュアル（案）

官民連携事業導入編」では、主に官民連携事業の導入検討から募集の概要及び契約

フローまでを示した。今回、先進的な都市におけるケーススタディも踏まえ、事業

者の募集から事業の実施までの記述を拡充し、今回改めて公表する。 

本マニュアルを効率的な下水道未普及解消事業の一助としていただきたい。 
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